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Abstract

Objectives
We examined the feasibility of 6 months’ computer-tailored behavioral program for lifestyle intervention and the factors 
affecting the weight reduction. 
Methods
The subjects were 201 male industrial workers with high risk of metabolic syndrome evaluated by their annual health 
check-up. They were introduced to six months’ educational intervention program. After an individual interview, they 
participated in six sessions of Kenkou-tatsujinProTM（KTPP） and attended to twice body weight measurement sessions. 
The communications were done for six times with the non-face-to-face method based on answers to questionnaires. The 
web version of KTPP was applied to 59 office workers （web users） while paper letter version to 142 factory workers 
（paper users）. The measurements were performed about each body weight changes, the ratio of the reduced weight 
per baseline （percent weight loss）, the proportion of the subjects who attained 4% weight loss （weight loss group）, 
the study participation rate, the attendance rate and the questionnaire response rate. The stepwise multiple regression 
analysis was conducted referring the results of the comparison between weight loss group and the others. The baseline 
characteristics （age, weight, BMI, adherence, physical activity and eating habits）, the weight change at one and three 
months and habits changes at six month were compared between two groups.
Results
The weight loss and the percent weight loss in the web and the paper users were the same: 2.2kg and 2.9%. There was 
no significant difference between web users （36.8%） and paper users （35.7%） in the proportion of weight loss group. 
The research participation rate was 91.2%. There were no significant difference between web and paper users in the 
mean measurement attendance rate （88.2% and 78.9% respectively） and the mean questionnaire response rate （82.2% 
and 75.3%respectively）. “Exercise at least twice a week” and “eating moderately” improved better in weight loss 
group than in the other. The results of the stepwise multiple regression analysis showed that the percent weight loss at 
one month and the improvement of physical activities affected the percent weight loss at six month.
Discussion
KTPP might be feasible for persons who need weight control. Because the weight loss at one month strongly affected 
those at six month and the improvement of physical activities seemed to produce the weight loss, it might be important 
to set one-month’ s weight goal and to prompt behavior change at first individual interview in lifestyle intervention.
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はじめに
　特定保健指導では、食事、運動、喫煙習慣の改善に
向けたセルフケア支援により、半年後に初期体重の5%程
度の比較的軽度の減量を達成することが目標とされてい
る1-3）。本格的実施から4年目が経過し、村本ら4）をはじめ
成績も報告され始めてきているが5－9）、健診受診率や指導
終了率の低さが問題視されるなど課題も多い5）。行動変容
を促す指導スキル向上も課題のひとつで全国レベルでの研
修会が行われているが、習慣変化への準備性が不均一で
社会心理的背景が異なる対象者に、限られた時間で行う
面接は指導者の心理的負担が大きい。そのため、個人の
指導スキルに大きく依存せずに一定の指導内容が担保さ
れる補助教材の整備が重要と考えられる。
　行動療法は減量の促進と効果の維持に不可欠と評価さ
れ1,10）、本事業でも積極的に導入が図られている。しかし
行動療法を用いても3年以上の長期維持は難しく10）、米国
特別委員会による行動介入の勧告はbody mass index（以
下、 BMI）30以上の肥満者に限定されるなど11）、BMI 25以
上の過体重者への行動療法適用については評価が定まっ
ていない。一方、行動療法の構造化しやすさを活かした自
己教材やコンピュータ活用などの非対面法が、肥満治療で
も古くから研究対象とされてきた。特に1990年以降はコン
ピュータやインターネット（web）等が積極的に活用され
るようになり12-21）、過体重・肥満者が成人人口の2/3を超え
る米国では、情報技術は安価で多数に提供できる方法と
して、また最近では減量維持の手段としても期待されてい
る18,20,21）。
　足達らはこれまで、個別助言をコンピュータが自動出
力する1ヵ月の紙媒体による生活習慣改善支援プログラム
（健康達人減量編、オムロンヘルスケア（株）、Kenkou-
tatsujin Weight Reduction Program以下、KTWP）の減
量効果を報告してきた22-29）。しかしそれらの先行研究は、
KTWPの利用者や研究への応募者という、いわゆる準備
性が備わった対象者における結果であった。そのため、
特定保健指導のような準備性の不均一な対象者で、同様
の手法を用いることが可能か、また紙媒体ではなくweb媒
体で効果が得られるかどうかも不明であった。特定保健指
導の減量目標について、村本ら4）は血圧、脂質、肝機能、
HbA1cなど検査値の改善が明らかなカットオフ値として初
期体重の4%の減量を特定保健指導の減量目標とすること
を主張している。KTWP利用者での先行研究では28）、性、
1ヵ月後の体重減少、運動の達成目標数が9ヵ月後の2kg
の体重減少の有無に影響していたが、特定保健指導にお
ける減量に影響する要因については未だ不明な点が多い。
そこで新たにwebで交流ができる6ヵ月間のプログラム（健
康達人Pro、オムロンヘルスケア（株）、Kenkou- tatsujin 

Program Pro 以下、KTPP）を開発し、KTPPを用いた
Web群と紙群、および紙媒体による情報提供のみの情報
群の3群に分けた介入試験を開始した。詳しいプロトコー
ルは報告済みで30）健診値および生活習慣の変化について
の3群の結果は分析中であるが、本研究では、KTPPの
web版と紙版による初回面接から半年後までの結果から、
１）減量への準備性が不均一な対象者の指導における
KTPPの適用可能性と２）6ヵ月後の減量に影響する要因、
の2点を検討した。

対象と方法
１．対象者
　対象は某製造業社で平成20年5月から10月までの誕生月
に実施した特定健診で、積極的支援、動機づけ支援に階
層化され研究に同意した男性であった。平成20年6月時点
の職員数は5582名（うち男性5376名）で、特定健診対象
者は3542名（うち男性3471名）、デスクワーク主体の事務
部門が447名（男性96.9%）、製造作業に直接従事する製造
部門が3095名（男性98.2%）であった。
　職場でwebが使える環境にある事務部門にはKTPPの
web版（以下、Web群）を、web使用が困難な工場部門
には紙版（以下、紙群）を提供した。これらのうち、初回
面接の中で行われた研究のインフォームドコンセントに同
意し、実際にKTPPに参加したのはWeb群が59名、紙群が
142名であり、最終的に特定健診の結果と対応できたWeb
群57名と紙群140名を減量効果の分析対象とした。なお、
特定保健指導対象者全体を母数とした初回面接への参加
率は96.3%、研究同意率は92.1%、研究参加率は91.2%で
あった。

２．介入法
　初回面接は、健診の約6ヵ月後の平成20年10月より平成
21年3月の間に当該健康保険組合の保健師2名と看護師1名
が個別に20-30分かけて実施し、研究のインフォームドコ
ンセントと、独自に作成した質問紙調査と身体測定（体
重、血圧）を行った。その後Web群は職場のパソコンで、
紙群は送付された紙媒体を用いてプログラムに参加した。
1ヵ月後と3ヵ月後に身体測定を行い、6ヵ月後に平成21年
度の特定健診と質問紙調査を実施した。
　KTPPは、特定保健指導を前提に開発したwebプログラ
ムである30）。初回面接を含めて合計180ポイントになるよう
に設計され、特定保健指導の中間評価と6ヵ月後評価に必
要な内容を網羅していた。6ヵ月間に6回の質問票が届け
られ、web上で質問への回答を入力するとコンピュータで
個別化された参加者のセルフケアを促す助言が提供され
た。質問票は初回、2週後、1・2・3・6ヵ月後に送付され
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た。その内容は食事、身体活動、飲酒、喫煙のほかに睡
眠・休養・ストレス対処を含み、対象者は具体的な目標行
動設定とそのセルフモニタリングを行うよう教示された。
本プログラムはweb使用を想定して作成されたが、web使
用が難しい環境の対象者用に紙媒体も用意された。本研
究のWeb群には、新たな質問票の表示ごとにE-mailで案
内が送られ、無回答者に対しては1週後にE-mailで督促が
なされた。紙群には紙媒体でWeb群と同時期に質問票が
配布され、その回答に基づく個別助言が6回提供された。
無回答者に対しては職場の看護職から督促がなされた。

３．評価法
　KTPPの適用可能性の評価のために、対象者のアドヒア
レンスとして①測定会参加率、および ②KTPPの6回の質
問に対する回答率を算出した。減量効果の評価は、①体重
変化量、②体重減少率（減少体重/初期体重×100）、およ
び③体重減少率が4%に達した減量群の比率の3項目で行っ
た。用いたデータは、初回面接時、および1ヵ月後の測定
体重値と6ヵ月後に相当する平成21年度健診値であり、
Web群と紙群の変化を検討した。なお、Web群と紙群、
減量群と非減量群の基本特性を2群間で比較する際は、階
層化の基準となった平成20年度の健診結果を用いた。
　習慣変化は独自に作成した質問票による回答を、初回面
接時と6ヵ月後の平成21年度健診時で比較した。質問票の
内容は、身体活動・運動13項目と食生活10項目から構成さ
れ、各項目について、「7-8割以上当てはまる（できている）」
を5点とし、「当てはまらない（ほとんどできていない）」を1
点とした5件法で回答させた。
　6ヵ月後の減量に影響する要因の検討は、以下の手順で
行った。全数を減量群と非減量群の2群に分け、2群間で
基本特性、Web/紙群の利用者数、体重変化、身体活動と
食生活とその変化、およびアドヒアレンスを比較した。次
に6ヵ月後の体重減少率を従属変数とし、年齢とBMI、お
よび減量群と非減量群において群間差が認められた変数を
独立変数として投入し、ステップワイズ法により重回帰分
析を行った。なお、独立変数として投入した習慣行動の群
間差の判断基準は、開始時についてはp＜0.05、交互作用
についてはp＜0.1とした。
　統計解析はSPSS 12.0J（SPSS Japan Inc.）を用い、対
応のないt検定、χ2検定、および反復測定の2元配置の分
散分析（ANOVA）、重回帰分析（ステップワイズ法）に
より行い、有意水準を危険度5%未満とした。なお本研究
は、事前に、財団法人日本予防医学協会の倫理委員会か
らの承認を得て実施した。

結果
１．基本特性
　Web群と紙群の平成20年度健診時の年齢、BMI、腹囲
はWeb群 が49.0±5.1歳、26.3±3.0 kg/㎡、91.8±7.0 cm、
紙群が50.1±4.5歳、25.9±2.7 kg/㎡、91.0±6.2 cmであっ
た。保健指導レベルは積極的支援対象がWeb群43名
（72.9%）、紙群104名（73.2%）、喫煙率はWeb群45.6%、紙
群59.3%といずれもその差は有意ではなかった。飲酒習慣
について「毎日」と回答した者の比率はWeb群（42.1%）
が紙群（59.3%）より少なかった（p=0.002）。習慣改善へ
の準備性は２群間で差がなく、前熟考期と熟考期合わせて
Web群が 54.0%、紙群が64.5%と過半数であった。初回面
接からH21年度にかけてのWeb群と紙群の減量成績はとも
に-2.9 kgと同等であった（p=0.941）。

２．参加率、KTTP回答率
　対象者の推移を図に示した。実際に介入試験に参加し
た者は、Web群59名、紙群142名であった。それらを母数
とした測定会参加率の平均はWeb群88.2%、紙群78.9%で
あった。6ヵ月後の平成21年度特定健診は両群とも98%
以上と高率であった。KTPPの6回の質問に対する回答率
の平均は、Web群が82.2%、紙群が75.3%であった。初回
（Web群93.2%、紙群97.9%）から2週後（Web群83.1%、紙
群93.7%）、1ヵ月後（Web群83.1%、紙群88.7%）、2ヵ月後
（Web群81.4%、紙群84.5%）までは高率に推移し、3ヵ月
後（Web群78.0%、紙群79.6%）にやや低下したが、6ヵ月
後 （Web群74.6%、紙群77.5%）まで70%以上を維持した。
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３． ６ヵ月後の体格変化
　Web群と紙群の初回面接時の体重（77.6±10.7 kg、76.5
±9.9 kg）とBMI（26.5±3.1 kg/㎡、26.3±2.9 kg/㎡）に
有意差はなく、両群とも1ヵ月後には0.6 kg、3ヵ月後に
1.1 kgずつ、6ヵ月後には2.2 kgずつ減量し、体重減少率も
-2.9%と同率であった。6ヵ月後の減量者は、Web群21名
（36.8%）、紙群50名（35.7%）と差はなかった。

４． ６ヵ月後の体重減少率に影響する要因の検討
１）減量群と非減量群の群間比較
　4%以上減量できた減量群71名と非減量群126名の2群間
における、平成20年度特定健診時の年齢、BMI、腹囲、
保健指導レベルと喫煙、飲酒の状況について比較した。
その結果、表1に示すように減量群の年齢が1.2歳高く、
また腹囲が1.8 ㎝小さかったが、いずれも有意差を認めな
かった。指導開始時からの体重変化は、減量群は1ヵ月後
-1.5 kg（減少率-1.9%）、6ヵ月後-5.0 kg（-6.5%）であっ
たが、非減量群は1ヵ月後に変化がなく、6ヵ月後も-0.7 
kg（-0.9%）に留まった。1ヵ月後および6ヵ月後の体重減
少率は、いずれも減量群が非減量群より有意に大きかった
（p＜0.001）。
　表2に身体活動と食生活の変化を群別に示した。開始時
の群間比較の結果では、「納豆、豆腐など大豆製品を毎日」
のみ減量群が有意に良好であった（p=0.005）。身体活動は、
全体では6ヵ月後に「1日に10000歩以上」「1日15分以上の
速歩（以下、15分以上の速歩と略）」「エレベータより階段

利用」「週1回かつ1回15分以上の庭仕事」「週3回かつ1回10
分以上の筋トレ（以下、10分以上の筋トレと略）」の習慣
行動5項目と自己評価「ご自分では運動不足と思いますか」
の1項目で改善した。交互作用は、「15分以上の速歩」、「週2
回以上のジム、ゴルフ」「10分以上の筋トレ」および「1日
10分以上のストレッチや柔軟体操（以下、10分以上のスト
レッチと略）」の4項目で認められた。6ヵ月後に全体では「腹
八分目」「間食の頻度」「就寝2時間前は食べない」「ゆっくり
よく噛んで食べる」「規則的に3食食べる」の5項目が改善し
た。「腹八分目」で減量群の改善度が非減量群より大きく、
有意な交互作用が認められた。
　KTPP回答回数の両群間の差は有意ではなかった （減量
群5.5±1.4回、非減量群5.1±1.8回）が、測定会参加回数
は減量群が1.8±0.5回で非減量群の1.6±0.6回より多かった
（p=0.029）。
２）6ヵ月後の体重減少率に影響する要因
　6ヵ月後の体重減少率を従属変数とし、基本特性2要因
（年齢、BMI）と1ヵ月後の体重減少率、測定会の参加回
数、4項目の身体活動および2項目の食生活の10要因を独立
変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。表
3にその結果を示したが、これら10要因のうち6ヵ月後の体
重変化率に影響する要因として「1ヵ月後の体重減少率」、
「15分以上の速歩」、および「10分以上の筋トレ」の3要因
が抽出された。なお変数間における多重共線性は認められ
なかった（variance inflation factor 1.008-1.029）。
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表１．減量群と非減量群の基本特性
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表２．身体活動と食生活の変化
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表３．６ヵ月後の体重減少率に影響する要因
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考察
　本研究の目的は、特定保健指導でKTPPの適用可能性
と半年後の減量に影響する要因を検討することであった。
そのため継続支援対象者の初回面接後にKTPPのweb版と
紙版を提供し半年後の健診結果を用いて体格と習慣変化
を観察した。その結果、研究参加率は92%と高率で、研究
参加者201名の98%に相当する198名で6ヵ月後の体重減少
量は2.2 kg、体重減少率は2.9%、4%以上の減量者は36%で
あった。しかし本結果は、1ヵ月間のKTWPのみの介入後
に記録を続けた群の7ヵ月後の追跡結果（-2.9 kg26））には
及ばず、対象者の減量への準備性の違いが成績に影響し
ているものと考えた。
　村本ら4）は、7箇所14種類の積極的支援プログラム終了
者683名で6ヵ月後の減量は3.0 kg（4.0%）で、減量程度
と健康指標の改善に明らかな関係が認められたと報告した
が、この研究目的は特定保健指導における減量目標の妥当
性の検討で、解析対象者は血液検査値の得られた者に限
られていた。その元データとみなされる報告書5-8）による
と、指導完了率は31.7%～48.8%、半年後の減量は1.5～2.1 
kgである。別の研究では、特定保健指導で1.24 kg（減少
率1.56%）、4%減量達成率が17.9%9）、地域の減量教室参加
者31）で脱落率が22%、体重減少2.3 kg、4%減量達成率が
33.1%と報告されている。対象者の選択基準によって減量
成績が異なると予想されるが、上記報告から特定保健指
導での減量は半年間で2kg前後が一般的と考えた。本研究
は同一職場に限られてはいるが、全対象者の90%以上にお
いて平均2.2 kgの減量が得られていることから、特定保健
指導での本プログラムの適用は可能と考えた。
　本研究の特徴はwebプログラムの使用であるが、web版
と紙版の継続率、体重減少量、減量成功率はほぼ同等で
あった。Webプログラムにおいては継続率が重要な課題で
ある。Wantlandら32）は22件の研究をメタ分析し脱落率を
21%と、Steeleら19）は身体活動促進目的でのweb利用は12
週間で半数に減少、Verheijdenら33）はwebサイト利用を勧
めて8ヵ月間に1回以上の利用者が32.9%、と報告している。
このようにwebプログラムの継続率は研究によって一致し
ない。本研究のWeb群も自発的にコンピュータ上でアクセ
スする必要があるため、紙群より継続率が低くなる可能性
があった。しかし、実際にはKTPPの質問への回答率は時
間経過にしたがって低下したものの、6ヵ月後まで75%以
上と比較的高率を維持した。本研究は無作為割付ではな
く、事務部門と工場部門という職場環境の差があるため、
本結果の解釈は慎重に行う必要がある。しかし上記の等し
い減量と継続率の成績から、webと紙という媒体による大
きな差はなく、本研究で用いたようなセルフケア教材を補
助に用いることは保健指導に有用と考えた。

　2番目の検討課題である6ヵ月後の減量に影響する要因
については、全分析対象者を減量群と非減量群とに分け
た群間比較に基づいて行った重回帰分析の結果、体重減
少率に影響する要因として、1ヵ月後の体重減少率と「15
分以上の速歩」、および「10分以上の筋トレ」が抽出された。
1ヵ月後の体重減少率と身体活動2項目については、減量
希望者における先行研究28）の多重ロジスティック回帰分
析の結果を支持するものであった。本研究は対象者が男
性に限られているため、その結果を女性に一般化すること
はできない。本研究の1ヵ月後の体重減少率が6ヵ月後の
減量に大きく影響するという結果からは、特定保健指導の
初回面接では、1ヵ月後に対象者が実感できる程度の短期
の減量目標値を設定し、その減量達成に必要なエネルギー
計算を教示すること、そのうえで身体活動と食生活改善に
つながる具体的行動を提示し、実行可能な行動を特定す
る必要があると考えた。本研究の結果から、1ヵ月後の減
量目標は、最低でも減量群の1ヵ月後の成績に相当する1.5 
kg程度とすることが妥当と考えた。
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